
Ⅰ．現行税制の総括　－今なぜ、税制抜本改革か
　　現行税制の限界の露呈　⇒ 白地から新たな税体系を描くことを視野に入れた改革が必要

(1) 課税ベースの浸食、複雑・不公平・非中立的な税制
(2) プライマリー・バランスの喪失、累積債務の増加
(3) 国・地方を通じた歳入・歳出構造のねじれ
(4) 少子・高齢化の更なる進行、世代間の不公平の拡大

(5) 単年度収支のつじつま合わせにより、機動的な税制の政策手段としての活用が不可能

2 0 0 2 年 2 月 1 9 日
(社)経済団体連合会

経団連提言「税制抜本改革のあり方について」の概要経団連提言「税制抜本改革のあり方について」の概要

提言のタイムフレームのターゲット

平成14年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成15年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成16年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成17年度～18年度

集中調整期間

Ⅲ．当面の経済再生のための税制措置
　１．住宅投資・消費促進策としての贈与税の活用

　２．住宅投資減税の拡充

　３．不動産流動化・都市再生のための税制措置

　４．投資減税

Ⅳ．経済活性化のための税制の活用
　１．個人所得課税の抜本改革（税率のフラット化、課税最低限の引下げ、など）

　２．企業活力と法人税（研究開発促進、減価償却制度の見直し、法人税制の国際的なイコールフッティング化、欠損金繰戻・繰越の拡充、
　　　創業・ベンチャー支援、LLC・LLP税制の構築、など）

　３．ＩＴ化に対応した税制
　４．相続税・贈与税（本格的な資産課税改革、最高税率引下げ、事業承継税制、など）

　５．金融資本市場の活性化（確定拠出年金の拠出限度額の撤廃、金融証券税制の見直し、二元的所得課税、など）

Ⅴ．適正な国民負担の実現 （法人の応益課税のあり方、道路特定財源のあり方、社会保障制度改革、消費税の引き上げ）

Ⅵ．循環型社会の構築
Ⅶ．国民生活の変化への対応 （少子高齢化の進展と世代間の公平、女性の社会進出、など）

Ⅷ．地方分権 の推進 （国と地方の財源見直し、地方法人課税の一元化、個人住民税の課税最低限見直し、など）

経済財政諮問会議　「構造改革と経済財政の中期展望」の対象期間　（この5年間での財政収支均衡を図る）

Ⅱ‐１．日本経済社会のあるべき姿
(1) 民需主導の｢着実な経済成長｣

(2) ｢全員参加型の社会｣の構築（誰もが能力を発揮し､努力が報われ､必要な負担をする）

(3) 世界の人々､企業が集う｢魅力ある日本｣､環境と経済の両立する｢循環型社会｣

(4) ｢持続可能な経済社会システム｣の再構築

(5) ｢個性あふれる地域社会｣の実現

Ⅱ‐２．税制改革の理念
(1) 経済活性化の視点を最重視し、｢個人・企業の活力を引き出す」税制を目指す

(2) 課税ベースの適正化と税率構造の緩和（国民が｢広く薄く負担を分かち合う｣）

(3) 国際的に遜色のない税制、国際的整合性のある税制改革

(4) 社会保障制度改革、財政構造改革との一体的な推進（持続可能な｢骨太｣の改革）

(5) 国・地方を通じた行財政改革の徹底


